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財 政 見 通 し （ 令 和 ７ 年 度 ～ 令 和 11 年 度 ）  

１  推 計 方 法  

[ 歳 入 ] 

項 目 推  計  方  法 

1 市税 

●個人市民税 令和６年度決算見込額を基礎として、人口減少や所

得の伸び等を加味し算出 

●法人市民税 令和６年度決算見込額を基礎として算出 

●固定資産税 地価の下落率、家屋の新増築・滅失及び経年減価率、

償却資産の設備投資の動向・減価率等を見込み算出

●その他   決算推移等を考慮し算出 

2～11
地方譲与税 

各種交付金 

令和６年度決算見込額を基礎として算出 

地方消費税交付金は、国勢調査に伴う人口減を加味し算出 

12 地方交付税 

●普通交付税  

[基準財政収入額] 市税、譲与税、交付金等の見込額を基礎とし

て算出 

[基準財政需要額] 令和６年度の基準財政需要額を基礎として、

経費区分ごとの推移、国勢調査に伴う人口減

等を加味し算出 

●特別交付税 令和６年度決算見込額を基礎として、かずさ水道広

域連合企業団関係費を加味し算出

13 
交通安全対策

特別交付金
令和６年度決算見込額を基礎として算出 

14 
分担金及び 

負担金 

令和６年度決算見込額を基礎として算出。また、普通建設事業費

等の特定財源として計上 

15 
使用料及び 

手数料 
令和６年度決算見込額を基礎として算出 

16 国庫支出金 扶助費、物件費、普通建設事業費等の特定財源として計上 

17 県支出金 扶助費、物件費、普通建設事業費等の特定財源として計上 

18 財産収入 令和６年度決算見込額を基礎として算出 

19 寄附金 ふるさとふっつ応援寄附金 155 百万円を計上 

20 繰入金 
財政調整基金、公共施設等マネジメント基金、森林環境基金、図

書整備基金等の繰入金を計上 

21 繰越金 前年度の収支額を計上 

22 諸収入 令和６年度決算見込額を基礎として算出 

23 市債 

●臨時財政対策債以外 普通建設事業費等の特定財源、上水道事業

の統合広域化に係る出資債等を計上 

●臨時財政対策債   普通交付税の算定と同様に算出 
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[ 歳 出 ] 

項 目 推  計  方  法 

1 人件費 
令和６年度決算見込額を基礎として、定年延長制度や職員定員

適正化計画に基づき算出 

2 扶助費 
令和６年度決算見込額を基礎として、社会保障費等の増加を踏

まえ、各年度 2.7％の伸び率により算出 

3 公債費 
令和５年度までの借入確定額に、令和６年度以降の普通建設事

業費等及び臨時財政対策債に係る借入予定額を見込み算出 

4 物件費 

令和６年度決算見込額を基礎として、ふるさとふっつ応援寄附

関係費、道の駅整備検討事業、選挙費、広域廃棄物処理事業、学校

バス運営事業、ＩＣＴ教育推進事業等を加味し算出 

普通建設事業関連分として、施設の解体や計画策定等、公共施

設の統廃合及び長寿命化に係る事業費を計上 

5 維持補修費 令和６年度決算見込額を基礎として算出 

6 補助費等 

令和６年度決算見込額を基礎として、ふるさとふっつ応援寄附

関係費、君津中央病院企業団負担金、広域火葬場整備運営事業、

かずさ水道広域連合企業団関係費等を加味し算出 

7 繰出金 

国保・後期・介護特別会計について、令和６年度決算見込額を

基礎として、人件費、事務費、給付費、保険基盤安定、地域支援事

業費等の繰出金を算出 

8 積立金 
公共施設等マネジメント基金、（仮称）道の駅整備基金、 

（仮称）環境センター整備基金、森林環境基金等の積立金を計上

9 
投資及び 

出資金 

かずさ水道広域連合企業団出資金、君津富津広域下水道組合出

資金を計上 

10 貸付金 中小企業融資貸付金、育英資金貸付金を計上 

11
普通建設 

事業費 
今後予定している普通建設事業費を計上 

12
災害復旧 

事業費 

不確定要素であることから、令和６年度当初予算額２百万円を

各年度に計上 

13 予備費 
年度途中における不測の事態により、予算外または予算超過の

支出に充てるため、各年度の決算見込額として 35 百万円を計上 
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２  中 期 収 支 見 込 み  

　[　歳　入　]

当初
予算

決算
見込

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

1 8,494 8,587 8,587 8,600 8,600 8,449 8,449 8,359 8,359 8,403 8,403 8,168 8,168

2 255 266 266 266 266 266 266 266 266 266 266 266 266

3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

4 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34

5 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28

6 105 105 105 105 105 105 105 105 105 105 105 105 105

7 1,003 1,003 1,003 1,003 1,003 988 988 945 945 945 945 945 945

8 65 65 65 65 65 65 65 65 65 65 65 65 65

9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26

11 32 203 203 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

12 2,070 1,733 1,733 2,017 2,017 2,020 2,020 2,225 2,225 2,305 2,305 2,481 2,481

普通交付税 1,860 1,523 1,523 1,807 1,807 1,802 1,802 1,996 1,996 2,070 2,070 2,271 2,271

特別交付税 210 210 210 210 210 218 218 229 229 235 235 210 210

13 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

12,119 12,057 12,057 12,181 12,181 12,018 12,018 12,090 12,090 12,214 12,214 12,155 12,155

14 149 141 0 115 0 115 0 103 0 104 0 106 0

15 244 244 35 244 35 243 34 249 35 250 34 250 35

16 3,143 3,492 0 4,088 0 14,689 0 2,782 0 2,908 0 2,789 0

うち第２期君津地域広
域廃棄物処理施設分

387 387 0 1,497 0 12,146 0 0 0 0 0 0 0

17 1,584 1,501 0 1,486 0 1,444 0 1,479 0 1,513 0 1,546 0

18 46 201 201 46 46 46 46 46 46 46 46 46 46

19 351 164 161 161 161 161 161 161 161 161 161 161 161

20 1,027 1,220 628 408 0 296 100 289 100 293 100 289 100

21 100 491 389 717 717 779 779 514 514 335 335 34 34

22 390 496 50 349 30 349 31 348 30 349 31 348 30

23 2,487 2,837 62 1,799 72 1,271 70 2,042 74 2,525 74 795 77

臨時財政対策債を除く 2,411 2,775 0 1,727 0 1,201 0 1,968 0 2,451 0 718 0

臨時財政対策債 76 62 62 72 72 70 70 74 74 74 74 77 77

21,640 22,844 13,583 21,594 13,242 31,411 13,239 20,103 13,050 20,698 12,995 18,519 12,638

諸収入

市債

歳入合計　（ 1 ～ 23 ）

寄附金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

小計　（ 1 ～ 13 ）

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

環境性能割交付金

繰入金

繰越金

地方消費税交付金

項　　目

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

令和６年度

法人事業税交付金

（単位：百万円）
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　[　歳　出　]

当初
予算

決算
見込

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

1 4,377 4,110 3,924 4,162 3,962 4,159 3,975 4,180 3,969 4,171 3,964 4,214 3,990

2 4,132 4,484 1,164 4,078 1,186 4,185 1,244 4,294 1,277 4,407 1,310 4,522 1,345

3 1,575 1,577 1,577 1,468 1,468 1,485 1,485 1,514 1,514 1,554 1,554 1,522 1,522

4 3,888 3,589 2,469 3,626 2,654 3,666 2,836 3,351 2,672 3,465 2,772 3,824 2,646

うち普通建設関連分 127 93 10 384 98 293 112 147 126 112 88 616 83

5 202 272 60 172 62 169 52 164 52 167 51 163 51

6 1,452 1,474 1,085 1,295 962 1,332 999 1,374 1,041 1,392 1,059 1,293 960

7 2,065 2,009 1,662 2,036 1,696 2,052 1,718 2,046 1,719 2,050 1,729 2,045 1,732

8 144 544 543 137 137 137 137 137 137 137 137 137 137

9 99 410 82 366 82 389 82 441 82 423 82 118 82

10 72 72 2 72 2 72 2 72 2 72 2 72 2

11 3,582 3,529 260 3,366 215 13,214 158 2,158 213 2,789 264 557 119

うち第２期君津地域広
域廃棄物処理施設分

387 387 0 1,497 0 12,146 0 0 0 0 0 0 0

12 2 22 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

13 50 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35

21,640 22,127 12,866 20,815 12,463 30,897 12,725 19,768 12,715 20,664 12,961 18,504 12,623

　[　収　支　]

当初
予算

0

（単位：百万円）

令和11年度令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

令和９年度 令和10年度 令和11年度

収支見込 収支見込

335 34 15

収支見込

717 779 514

予備費

歳出合計 （ 1 ～ 13 ）

項　　目

決算見込 収支見込 収支見込

積立金

投資及び出資金

貸付金

普通建設事業費

差引 （ 歳入－歳出 ）

災害復旧事業費

繰出金

補助費等

項　　目

令和７年度 令和８年度

人件費

扶助費

公債費

物件費

維持補修費

令和６年度
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３  普 通 建 設 事 業 等 の 計 上 事 業  

　[ 普通建設事業費 ] （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 合計

1 39 39

2 7 7 7 7 7 35

3 12 12

4 14 34 70 30 148

5 51 102 153

6 50 47 44 37 34 212

7 16 5 3 5 5 34

8 74 75 38 38 38 263

9 12 12 18 26 37 105

10 40 40 80

11 25 25 25 25 25 125

12 50 50 50 50 50 250

13 10 10 10 10 10 50

14 100 123 104 100 100 527

15 30 30 30 30 30 150

16 45 30 30 100 30 235

17 85 6 91

18 18 29 88 135

19 64 16 53 63 133 329

20 40 40

21 50 50

22 35 33 68

23 133 294 1,562 2,194 11 4,194

24 843 843

25 43 41 17 101

26 2 47 49

27 38 30 21 17 17 123

1,869 1,068 2,158 2,789 557 8,441

28 1,497 12,146 13,643

3,366 13,214 2,158 2,789 557 22,084

　[ 物件費のうち普通建設関連分（公共施設の統廃合及び長寿命化に係る物件費）] （単位：百万円）

R7 R8 R9 R10 R11 合計

1 24 24

2 10 10 25 40 85

3 45 45 17 107

4 31 31

5 45 4 4 4 4 61

6 5 5

7 38 555 593

8 13 194 207

9 6 6

10 261 84 88 433

384 293 147 112 616 1,552

道路構造物修繕事業

市道浅間山線整備事業

史跡等公有化事業

事　　業　　名　　称

市道等局部改良事業

農業生産基盤整備事業　[債務負担行為]

消防救急無線設備更新事業

最終処分場整備事業

広域火葬場整備事業

浄化槽設置促進事業

東京湾漁業総合対策事業

市道湊富士見台線整備事業

ふれあい公園整備事業

市営漁港整備事業

県営漁港整備事業

環境センター整備事業

青堀小学校校舎改築事業　[継続費]

合　　　計

橋梁長寿命化修繕事業 （点検・計画策定）

水産物供給基盤機能保全事業 （計画策定）

共同調理場・小学校給食室解体事業

市営住宅解体事業

道路構造物修繕事業 （点検・計画策定）

富津公民館長寿命化事業 （計画策定）

公園施設長寿命化事業 （計画策定）

消防団詰所等解体事業

青堀小学校校舎解体事業

大佐和中学校屋内運動場解体事業

児童発達支援センター整備事業

第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備事業（※）

事　　業　　名　　称

小　　　計

その他

合　　　計

（※）「28　第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備事業」は、６市１町で実施する廃棄物処理施設整備に伴う国庫支出金が
　　　富津市に交付され、事業を実施する(株)上総安房クリーンシステムに同額を支出するものです。

市道山王下飯野線整備事業

消防団詰所等整備事業

防災行政無線管理事業

橋梁長寿命化修繕事業

旧佐貫中学校体育施設改修事業

小学校施設整備事業

大佐和中学校屋内運動場改築事業　[継続費]

ちば消防共同指令センター指令システム全体更新
事業　[債務負担行為]

消防自動車等整備事業
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４  財 政 規 律 指 標 の 推 移  

（ １ ） 財 政 調 整 基 金 残 高  

富津市中期財政計画【経営改革５か年計画】（R3～R7）における 

令和７年度末の目標額：22 億円以上

令和７年度末で26.0億円であり、目標額を達成する見込みです。 

（ ２ ） 地 方 債 残 高  

富津市中期財政計画【経営改革５か年計画】（R3～R7）における 

令和７年度末の目標額：180 億円以下

令和７年度末で172.3億円であり、目標額を達成する見込みです。 

R6 R7 R8 R9 R10 R11

22.0% 21.9% 21.3% 20.4% 19.4% 18.6%

R6 R7 R8 R9 R10 R11

6.3 6.3 6.1 5.8 5.6 5.4富津市

 ※ 各年度、令和６年１月１日現在の住民基本台帳人口で算出

財政調整基金残高比率

富津市

 ※ 財政調整基金残高比率 （％）＝ 財政調整基金残高 ／ 標準財政規模

(単位 ： 万円）

人口1人あたり財政調整基金残高

R6 R7 R8 R9 R10 R11

142.3% 145.1% 146.1% 151.2% 158.9% 154.3%

R6 R7 R8 R9 R10 R11

40.9 41.9 41.6 43.2 45.9 44.5

 ※ 各年度、令和６年１月１日現在の住民基本台帳人口で算出

地方債残高比率

(単位 ： 万円）

人口１人あたり地方債残高

富津市

 ※ 地方債残高比率 （％）＝ 地方債残高 ／ 標準財政規模

富津市
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参 考 （ 令 和 元 年 度 ～ 令 和 ５ 年 度 ）  

１  健 全 化 判 断 比 率 等 の 推 移  

（ １ ） 実 質 公 債 費 比 率  

借入金の実質的な年間返済額が、市の年間の収入に対して、どの程度か

を示す指標 

R1 R2 R3 R4 R5 

富津市 8.6％ 8.4％ 8.2％ 7.9％ 7.7％ 

県内市平均 5.6％ 5.6％ 5.7％ 5.8％ 6.0％ 

（ ２ ） 将 来 負 担 比 率  

将来的に支払うべき負担見込額が、市の年間の収入に対して、どの程

度かを示す指標 

R1 R2 R3 R4 R5 

富津市 69.0％ 54.3％ 46.2％ 46.6％ 45.0％ 

県内市平均 38.6％ 35.3％ 28.2％ 23.6％ 24.2％ 

（ ３ ） 経 常 収 支 比 率  

経常的な支出に対し、税や交付税などの経常的な一般財源がどの程度

費やされているかをみることにより、財政構造の弾力性を判断するため

の指標 

R1 R2 R3 R4 R5 

富津市 91.1％ 86.9％ 85.8％ 91.1％ 93.6％ 

県内市平均 93.6％ 92.7％ 88.8％ 92.4％ 93.5％ 
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２  財 政 調 整 基 金 残 高 の 推 移  

（単位：百万円）  

種 別 R1 R2 R3 R4 R5 

財政調整基金 2,095 2,261 2,505 2,684 2,837

その他特定目的基金 643 1,027 1,197 1,574 1,606

合 計 2,738 3,288 3,702 4,258 4,443

財政調整基金残高比率 R1 R2 R3 R4 R5 

富津市 18.8％ 19.2％ 20.5％ 22.6％ 23.7％

県内市平均 14.7％ 14.4％ 16.3％ 17.9％ 17.0％

※ 財政調整基金残高比率（％）＝財政調整基金残高／標準財政規模 

（単位：万円）  

人口１人あたり 

財政調整基金残高
R1 R2 R3 R4 R5 

富津市 4.8 5.2 5.9 6.4 6.9

県内市平均 3.0 3.1 3.6 3.9 3.8

※ 各年度、１月１日現在の住民基本台帳人口で算出 

３  地 方 債 残 高 の 推 移  

（単位：百万円）  

種 別 R1 R2 R3 R4 R5 

臨時財政対策債以外 7,260 7,811 7,912 8,351 8,776

臨時財政対策債 7,827 7,683 7,630 7,234 6,695

合 計 15,087 15,494 15,542 15,585 15,471

地方債残高比率 R1 R2 R3 R4 R5 

富津市 135.3％ 131.4％ 127.1％ 131.0％ 129.3％

県内市平均 161.1％ 157.4％ 151.7％ 150.5％ 144.4％

※ 地方債残高比率（％）＝地方債残高／標準財政規模 

（単位：万円）  

人口１人あたり 

地方債残高
R1 R2 R3 R4 R5 

富津市 34.2 35.7 36.4 37.3 37.6

県内市平均 33.4 33.6 33.5 33.1 32.4

※ 各年度、１月１日現在の住民基本台帳人口で算出 
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今 後 の 取 組 に つ い て

昨年度の中期収支見込みでは、作成段階における試算の結果、普通建設事業費

の財源となる地方債の大幅な増額により、後年度に負担となる公債費が急激に増

加してしまうことから、計上を予定していた環境センター整備事業及び本庁舎改

修事業については、同時期に建設を予定している青堀小学校校舎や大佐和中学校

屋内運動場などの教育施設整備を優先するため、一時休止することとしました。 

今年度の中期収支見込みの作成に当たっては、厳しい財政状況の中においても、

本市の将来を見据え、着実に実施する必要のある事業を選択するとともに、持続

可能な行政経営の実現に向けた収支見込みの作成に努めたところです。 

特に、一時休止としたごみ処理施設として必要不可欠な環境センターの建設や、

地域の活性化につながる道の駅の整備を実施していくため、特定目的基金を設置

し、確実に積み立てていくことで、計画的に必要な財源を確保することとしまし

た。 

財政規律指標として設定している財政調整基金については、新興感染症等や災

害への対応、物価高騰に伴う歳出の大幅な増加などの不測の事態に備えるため、

引き続き、一定水準の基金残高を維持していきます。 

また、地方債については、世代間負担の公平性の観点から有効な財源であるこ

とから、活用事業を十分に検討するとともに、交付税措置のある有利な地方債の

活用に努め、公債費が将来世代に過大な負担とならないよう配慮します。 

平成 27 年度を経営改革元年と位置づけてから 10 年目になりますが、今後も、

富津市健全な財政運営に関する条例や中期財政計画【経営改革５か年計画】に基

づき、身の丈に合った規律ある財政運営を目指します。このことを実現するため

にも、物価等の動向や地方税財政制度の改正等に注視しながら、毎年度作成する

中期収支見込みを踏まえ、適時的確に事業実施などの判断を行っていくよう努め

ます。 


